
 

 

 

e ポートフォリオ開発仕様書 

 

第1章 提示物及び成果物 

受託者は以下の書類を紙媒体または電子媒体（CD-R 又は DVD-R）にて提出し，

本学の承諾を得ること。なお，電子媒体については，本学のクライアント PC に

て読み取り可能な形式（本学においては，マイクロソフト社製品の Office 及び

PDF を標準としている。）で提出すること。なお，成果物の著作権は本学に帰属

するものとする。 

 

No. 提示物／成果

物 

記載内容 提出期限 

1 設計書（シス

テム設計） 

 

新システムに関わる以下の設計が記

載された資料 

①．製品名及び数量の一覧 

②．システム構成図 

③．ソフトウェアのバージョン 

④．ソフトウェアの設定値 

⑤．利用するユーザ一覧 

2021 年 3 月 26 日 

2 設計書（機能

設計） 

新システムに関わる以下の設計が記

載された資料 

①．要件定義 

②．業務フロー 

③．画面・帳票一覧 

④．データ項目定義 

2021 年 3 月 26 日 

3 開発物 パッケージやカスタマイズとは別に，

個別に開発した実行プログラムのソ

ースコード一式 

2021 年 3 月 26 日 

 

第2章 機能要件 

2.1  共通機能 

(1)  認証および画面構成 

① 各ユーザがそれぞれユニークなアカウントを使ってログインできるこ

と.内部データベースによる認証を行う．パスワードは暗号化すること． 

 

(2)  プロフィール 

① ユーザ属性として，以下の情報が入力・編集できること．※の項目は必

須項目とする． 

・ ユーザIDとパスワード（暗号化する．パスワードが容易に推測されるの



 

 

 

を防ぐ 

ため一般的な制約をつける．8文字以上，など．）※ 

・ 氏名※ 

・  氏名カナ※ 

・ 所属・職位※ 

・ 連絡先（所属先の住所，電話番号，メールアドレス）※ 

・ 役割（医療職者，システム管理者）※ 

役割はシステム管理者のみ編集可能とする． 

 

2.2  医療職者機能 

(1)  成果物（エビデンス）の蓄積機能 

医療職者は所属機関から提供される能力養成のための科目や研究会，プレゼ

ンの機会に得られた成果物を随時本システムに登録し，管理する．  

 

① 成果物は，タイトル（必須），概要，分類，添付ファイル，発生年月日

と終了年月日，作成日時（システムが自動で付与）が登録できること． 

[一時保存]と[登録]ボタンを用意し，[登録]ボタンがクリックされるま

では非公開とし，成果物は登録者本人しか閲覧できない． 

② 上記の分類は下記から選択する． 

・教育上の能力に関する事項 

 教育方法の実践例、作成した教科書・教材、実務の経験を有する者に

ついての 

 特記事項、その他 

・職務上の実績に関する事項 

 資格・免許、実務の経験を有する者についての特記事項、その他 

・研究業績に関する事項 

 著書、学術論文、解説・総説、その他/翻訳/研究報告書/シンポジウ

ム/学会発表 

③ 登録した成果物は本人のみ編集と削除ができること． 

④ 成果物は一覧表示できること． 

⑤ 成果物一覧表示では，発生年月日，作成日時によるソート機能を有する

こと． 

⑥ 成果物の一覧では成果物の検索ができること．検索対象はタイトルとす

る． 

⑦ 各成果物は後述のVitaeの12ドメインとレベル（5段階）に紐付け可能で

あること．1つの成果物は，複数のVitaeのドメインに紐付けが可能であ



 

 

 

ること．ただし，1つの成果物が同一ドメインに紐付けはできない． 

⑧ 成果物がVitaeのドメインとレベルに紐付けされた場合，成果物の一覧

表示および成果物の詳細画面において紐付けられた先が分かるように

すること． 

 

(2)  医療職者の自己評価 

① 医療職者の自己評価項目は管理者が設定できるようにする． 

② 評価は任意の回数実施できるものとし，評価日で履歴を管理する．評価

日は全ての項目の評価が完了した日とする． 

 

(3)  ビジョンおよび計画管理 

① 医療職者はビジョンを登録できること．1 医療職者１ビジョンとする．

ビジョンは編集可能であること． 

② ビジョン達成までの年数を設定できるようにすること．年数は設定可能

であること． 

③ 上記で設定した年数に応じて，年ごとの到達目標を登録できること．到

達目標は編集可能であること． 

④ 毎年，Vitae の１２ドメインごとの行動計画を登録できるようにすること．

行動計画は編集可能であること． 

 

2.3  システム管理者機能 

(1)  ユーザ管理 

① システム管理者はユーザ管理（新規作成，一覧表示，編集，削除）がで

きること． 

② ユーザ一覧では，ユーザ属性の氏名カナと役割と作成日時についてソー

トができること． 

③ ユーザ一覧で検索ができること． 

④ CSV ファイルによるユーザの一括登録ができること． 

登録しようとするログイン ID（ユニークに zなるようにする）がデータ

ベースに存在しない場合は新規登録とし，ログイン ID がすでに存在す

る場合，ユーザデータを上書きすること． 

CSV のフォーマットは，下記の通りとする． 

アカウント，パスワード，氏名，氏名カナ，所属・職位，所属先住所，

電話番号，メールアドレス 

 

(2)  評価用ルーブリック管理 

① システム管理者は任意の評価用ルーブリックを作成できること． 

② 評価用ルーブリックは，コンピテンシー（縦軸）とレベル（横軸）を設

定することができ，各コンピテンシーとレベルの組み合わせについて到



 

 

 

達基準を記入できるようにすること．画面イメージを以下に示す． 

 

③ どのユーザがどのルーブリックを使うのかを管理できるようにするこ

と．１ユーザが複数のルーブリックを持つことができるようにすること． 

 

 

第3章 非機能要件 

3.1  作業者の実務実績・資格要件 

(1)  e ポートフォリオの十分な導入実績を有すること。少なくとも 30 機関以

上に導入していること。 

(2)  e ポートフォリオに関する，十分な知識を有すること。eポートフォリオ

に関する学会発表または論文または書籍出版の実績があること。 

 

第4章 契約条件等 

4.1  秘密保持 

(1)  受託者は，履行期間中はもとより履行期間終了後にあっても，本業務を

履行するうえで知り得た本学に係る情報を第三者に開示又は漏えいしない

こととし，そのために必要な措置を講ずること。ただし，次の各号に該当す

る情報は，秘密情報から除外されるものとする。 

①. 本学が受託者に開示した時点で，既に公知であった情報 

②. 本学が受託者に開示した以後，受託者の故意又は過失によらず公知，公

用となった情報 



 

 

 

(2)  本学が提供する資料は本学の許可なく複製してはならず，原則として第

三者に提供し，又は閲覧させてはならない。 

(3)  上記(1)の情報及び(2)の資料を第三者に開示することが必要となる場合

は，事前に本学と協議のうえ，本学の承諾を得ること。 

(4)  上記(2)の資料は本業務期間の終了後に全て返還すること。 

 

4.2  情報セキュリティの確保 

(1)  本調達に係る業務を行う事業者は，事業者組織全体のセキュリティを確

保するとともに，本学から求められた当該業務の実施において情報セキュリ

ティを確保するための体制を整備すること。 

(2)  受託者は，本学からの求めがあった場合に，受託者の資本関係・役員等

の情報，受託作業の実施場所に関する情報，受託業務の従事者の所属・専門

性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績及び国籍に関する情

報を提供すること。 

(3)  本調達に係る業務の遂行中，情報セキュリティが侵害され又はその恐れ

がある場合には，直ちに本学に報告すること。これに該当する場合には，以

下の事象を含む。 

①. 受託者に提供し，又は受託者によるアクセスを認める本学の情報の外部

への漏えい及び目的外利用 

②. 受託者による本学のその他の情報へのアクセス 

(4)  本調達に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確

認するために，本学が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は，

本学がその実施内容（監査内容，対象範囲，実施等）を定めて，情報セキュ

リティ監査を行う。（本学が選定した事業者による監査を含む。） 

(5)  検証のため，本番環境のデータをコピーする必要がある場合は，事前に

本学と協議のうえ，本学の承諾を得ること。なお，コピーする際は，必ず個

人情報等重要情報のマスキングを行うこと。 

(6)  本調達機器や他の既存システム及び本学ネットワークに，受託者の機器

（外部記憶媒体含む）を 無断で接続しないこと。 

 



 

 

 

4.3  業務の再委託 

(1)  受託者は、本業務の全部を一括して第三者に請け負わせたり、再委託し

てはならない。 本業務の一部を第三者に請け負わせたり再委託する場合、

受託者は、あらかじめ所定の事項 について本学園に申請した上で、承諾を

得なければならない。受託者は，再委託の相手方が行った作業について全責

任を負うものとする。 

(2)  受託者は再委託の相手方に対して，「4.1 秘密保持」，「4.2 情報セキュリ

ティの確保」を含め，本調達の受託者と同等の義務を負わせるものとし，再

委託の相手方との契約においてその旨を定めるものとする。 

 

4.4  瑕疵担保責任 

(1)  納入日から起算して 1 年以内に本調達機器等の設計・設定及びこれらに

搭載されるソフトウェア等に瑕疵のあることが発見された場合には，受託者

は本学の請求により他の正常な機器等と引き換え又は修理し，又はその瑕疵

によって生じた損害を賠償すること。なお，それ以上の保証期間の明記があ

るものは，当該期間の保証義務を負うこと。 

 

 


